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要  旨 

 

近年の気候変動の影響により，日本付近の台風の強度は強まり，日本の南海上で猛烈な台風の存在

頻度が増加すると予測されている．これに伴い，現在及び将来の気候条件下において発生する潮位偏

差を極値統計解析により，確率的に評価する必要性が高まっている． 

潮位偏差に対する極値統計解析においては，気象擾乱の移動経路，移動速度等の偶然的不確実性に

より，極値の抽出地点によって統計的変動性の影響を強く受けるため，再現確率統計量の空間分布を

推定することが重要である．実務における潮位偏差に対する極値統計解析手法としては，波浪データ

に対して一般的である，合田の分布関数への当てはめによる手法が適用されることが多い．この手法

では，候補とする分布関数の形状母数の値が数種類に固定されているため，地点毎に最適合の分布関

数を選定した場合，全地点で同種の分布関数（形状母数）が最適合であるとは限らず，隣り合う地点

で選定される分布関数（形状母数）が異なることで，再現確率統計量の空間分布が不連続となる場合

がある． 
本研究では，潮位偏差に対する再現確率統計量の空間分布を精度良く推定するための極値統計解

析手法を提案した．また，三大湾を対象とした高潮推算結果を用いて極値統計解析を行い，一般的手

法（合田法）による解析結果と比較することで，本研究の手法の有効性を検証した． 
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Synopsis 
 

Due to the impact of recent climate change, several researchers have projected increased typhoon 
intensity in the Japan area, and indicate high potential for increased occurrence frequency of intense 
typhoons over the southern seas of Japan. Consequently, the needs to probabilistically evaluate storm 
surge heights under current and future climate conditions is growing. 

The aleatory uncertainty of tracks, moving velocities and atmospheric pressure distributions of 
meteorological disturbances, such as typhoons, causes spatially statistical variability in the extreme value 
analysis of storm surge deviations. Therefore, it is important to evaluate properly the spatial distribution 
of return levels of storm surge deviations. For the extreme value analysis of storm surge heights, the 
method proposed by Goda, which fits distribution functions, is generally used. In this method, the shape 
parameters of the candidate distribution functions are fixed to several values. When selecting the best-
fitting distribution function for each location, the same type of distribution function (the same value of 
shape parameter) may not necessarily be selected as the best fitting for all locations, resulting in 
discontinuities in the spatial distribution of return levels of storm surge heights. 

In this study, we proposed an extreme value analysis method to accurately estimate the spatial 
distribution of return levels of storm surge heights. Furthermore, we conducted extreme value analysis 
using storm surge simulation results for the three major bays in Japan and verified the effectiveness of 
this method by comparing the analysis results with those obtained by the conventional method proposed 
by Goda. 
Key Words : storm surge, extreme value analysis, return level, L-moments method 
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1. まえがき 

1.1 研究の背景・目的 

港湾，海岸における高潮対策施設等に対する設計高潮

位を定める方法としては，以下の4つの方法がある1) 2)． 
①既往最高潮位 

②朔望平均満潮面に既往最大潮位偏差，あるいはモデ

ル高潮により推算された潮位偏差を加算した潮位 
③既往の異常高潮位の生起確率曲線を求め，ある再現

期間の間にそれより高い潮位の発生回数が1以下で

あるような潮位 
④異常高潮位の生起確率と各潮位に対する背後地の

被害額及び高潮対策施設の建設費を勘案して経済

的に決定した潮位 

これらの方法のうち，①及び②が広く採用されている．

③のように設計高潮位及びそれに含まれる潮位偏差に

対して確率評価を行った例は少ない． 
しかし，近年の気候変動の影響により，日本付近の台

風の強度は強まり，日本の南海上で猛烈な台風の存在頻

度が増加すると予測されている3)．これに伴い，現在及び

将来の気候条件下において発生する潮位偏差を確率的

に評価する必要性が高まっている． 

例えば，既往検討4)では，2018年までの潮位観測データ

（年最高潮位及び年最大潮位偏差）を用いて極値統計解

析を行い，直轄海岸における設計外力の確率評価を行っ

ている．その結果，設計高潮位に含まれる潮位偏差の再

現期間は，仙台湾南部海岸や駿河海岸で500年以上，高知

海岸で50～100年程度と推定されている．新潟海岸では

10～50年程度と低くなっているが，これは設計高潮位が

既往最高潮位から設定されているためと考えられる．し

かし，観測データでは数十年程度までの標本しか得られ

ず，100年以上の再現期間に対する推定値の信頼性は低

い．そこで近年では，確率台風モデルや大規模アンサン

ブル気候予測データを用いて，数百年から数千年分の標

本を得る方法もある． 
確率台風モデルとは，過去の台風の確率分布と同じ分

布を満たすように，様々な台風をモンテカルロシミュレ

ーションによって模擬的に発生させるものである．これ

を用いた例の一つとして，河合5)は，1000年分の台風を模

擬的に発生させ，潮位偏差の確率評価を行っている．そ

の結果，設計高潮位に含まれる潮位偏差の再現期間は，

名古屋と大阪では100年程度，東京では1000年程度と推

定されている．ここで，東京の再現期間が大きいのは，

設計高潮位に含まれる潮位偏差が，伊勢湾台風級のモデ

ル台風による潮位偏差に余裕分を加えた値を設定して

いるためと考えられる．  
また，近年は大規模アンサンブル気候予測データとし

て，地球温暖化対策に資するアンサンブル気候予測デー

タベース（database for Policy Decision making for Future 

climate change：d4PDF）6)が開発されており，初期値に様々

な摂動を与えた多数の数値実験例（アンサンブル）を活

用することで，過去及び将来（全球平均気温が工業化以

前と比べ2℃上昇した条件）の気候条件に対する実験デ

ータが提供されている．これを用いた例として，本多ら

7)は，過去1000年分及び，将来549年分（海面水温変化の

モデル毎）の台風トラックデータを用いて，高潮・波浪

解析を実施し，潮位偏差，波高の確率評価を行っている．

しかし，このような大規模標本を用いた場合でも，湾内

の一部の沿岸において，高潮偏差が大きくなる傾向が確

認されており，台風経路の傾向が影響している可能性が

示唆されている． 

上記で示されるように，潮位偏差の確率評価に当たっ

ては，台風等の気象擾乱の移動経路，移動速度等は，そ

の偶然的不確実性により，無限の組合せが考えられるた

め，極値の抽出地点によって，統計的変動性の影響を強

く受ける．従来の潮位偏差に対する極値統計解析は，主

に観測所等の限られた地点を対象にすることが多いが，

潮位偏差は同じ海域であっても場所によって異なり，観

測所の位置がその海域で最大の潮位偏差が生じる場所

であるとは限らない．従って，極値の抽出地点による変

動性の影響を踏まえると，再現確率統計量の空間分布を

推定することが重要である． 
ここで，実務における潮位偏差に対する極値統計解析

手法としては，波浪データに対して一般的である合田8)

の分布関数への当てはめによる手法（以下，合田法とす

る）が適用されることが多い．合田法で，地点毎に最適

合となる分布関数を選定した場合，再現確率統計量の空

間分布が不連続となる場合がある．この原因は，候補と

する分布関数の形状母数の値が数種類に固定されてい

ることで，地点毎の標本のわずかな違いで，最適合とし

て選定される分布関数（や形状母数）が異なり，隣り合

う地点で再現確率統計量の推定値にずれが生じるため

である．また，潮位偏差で重要視される再現期間が大き

い場合ほど，この確率統計量のずれは生じやすい．これ

は，合田法における分布関数の選定が，データ全体の適

合度で判定され，データが少ない潮位偏差の大きい部分

（再現期間の大きい部分）の適合性が悪い場合でも，デ

ータが多い潮位偏差の小さい部分の適合性が良ければ，

分布全体としては適合性が良いと判断されるためであ

る．従って，潮位偏差を対象として再現確率統計量の空
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間分布を推定するには，潮位偏差の大きい部分での適合

性を高めるため，新たな極値統計解析手法を検討する必

要があると考えられる． 

そこで，本研究では，潮位偏差に対する再現確率統計

量の空間分布を推定するための極値統計解析手法を提

案することを目的とする．また，一般的手法（合田法）

との比較を行うことで，本研究の手法の有効性を検証す

る． 

 

1.2 既往研究 

合田法に関する既往研究としては，様々な数値シミュ

レーションに基づき，プロッティングポジション公式や

再現確率統計量の推定値の信頼区間の検討9) 10)，分布関

数の適合性指標の検討11)，棄却基準に関する研究12)等が

行われてきた．この手法は，合田13)にまとめられ，港湾・

海岸・海洋構造物の設計実務における実用的手法として，

現行の「港湾の施設の技術上の基準・同解説」1)，「海岸

保全施設の技術上の基準・同解説」2)にも記載されている．

この手法は，波浪データの解析を主な対象としたもので

あるが，潮位偏差データに対しても適用されることが多

い．しかし，潮位偏差を対象とした場合に，候補とする

分布関数（グンベル分布，極値Ⅱ型分布，ワイブル分布）

や固定する形状母数値の適用性や，標本の抽出における

足切り値の設定方法等について，具体的には検討した例

は少ない． 

分布関数の形状母数に関する既往研究としては，山口

ら14)が，合田法を適用した際，ワイブル分布の形状母数

値を□ = 0.75から□ = 2.0の間としているため，□ > 2.0 お
よび□ < 0.75 をとるべき資料の適合度および，再現期待

値の推定精度に問題を有することを指摘し，Yamaguchi
ら15)において，形状母数の範囲を拡大したモデルを提案

している．潮位偏差の台風時極値資料に対して，合田法

の棄却基準では，全ての分布関数が棄却される地点があ

ったが，このモデルを適用した結果，形状母数の範囲の

拡大により，少なくとも1つの分布関数が棄却されない

地点が増える結果を示している．また，形状母数が□ =
2.0 より大きい値，あるいは□ = 0.75より小さい値が最適

分布として評価される地点が多く，より適合性の高い結

果が得られることを示している． 
合田法以外の極値統計解析手法に関する既往研究と

しては，合田ら16) 17) 18) 19) 20) 21)が，波浪に対する極値統計

解析において，母数推定手法として，L-モーメント法22)

の適用性を検討している．この研究では，形状母数を固

定せず，標本へ適合する形状母数を推定している．ただ

し，この研究の主目的は，適合性を良くすることではな

く，地域頻度解析を行って，地域に共通する分布関数（お

よび形状母数）を適用することで，地点毎の変動性を抑

えることである．ここで，候補とする分布関数として，

合田法で対象とする一般化極値分布（グンベル分布と極

値Ⅱ型分布が含まれる）とワイブル分布に加え，一般化

パレート分布を扱っている．また，河合ら23)は，年最大

高潮偏差の観測データを対象に，L-モーメント法を用い

た地域頻度解析を実施しており，34の観測地点を5地域

に区分し，地域ごとに共通した分布関数及び形状母数を

設定している．本研究では，これらを参考として，形状

母数を固定せず，母数推定手法として，L-モーメント法

を用いるとともに，一般化パレート分布を分布関数の候

補に加えている． 
閾値の設定に関する既往研究としては，合田・久高16)

が，極値抽出の閾値によって適合度が変化することから，

特に波高の上位（大きい側）のデータに対する適合度に

着目し，TUD（Twenty-Up Deviation）という適合性指標

を提案し，その値が最小となる閾値を設定している．

TUDは，極値データの順序統計量と，それと同じ非超過

確率に対する分布関数による推定値との相対偏差を用

いて，上位20個のデータの二乗平均偏差として定義され

る．しかし，上位20個とする理論的根拠は無いとされて

いる．これに対して，本多ら7)は，再現確率統計量の空間

分布を推定するに当たって，地点毎に極値の幅が異なる

ことから，上位20個のデータではなく，50年確率値以上

のデータとした，TRD（Top Return Period Deviation）とい

う指標を提案している．本研究においては，閾値の設定

に当たって，このTRDを用いた． 

再現確率統計量の空間分布推定に関する既往研究と

しては，河合5)が，九州から関東に至る太平洋沿岸を対象

に，合田法により推定した確率潮位偏差の空間分布を示

している．また，畑田・猪野24)は，前述のYamaguchiら15)

の形状母数を拡張したモデルにより，確率潮位偏差の空

間分布を推定している．しかし，前者は1.8km格子，後者

は1km格子の高潮推算結果を用いているため，空間分布

の不連続性は目立たない結果となっている．本研究では，

より詳細な200m格子の高潮推算結果を用いている． 
本研究は，比較的大きな再現期間の極値に対する分布

関数の適合性を高めるため，標本を抽出する際の閾値の

設定方法を提案した点と，再現確率統計量のより詳細な

空間分布推定に着目した点が先行研究と異なる特徴で

ある．なお，本稿は，成田・本多25)の内容に更なる検討

や補足説明を追加したものである．そのため，本研究を

引用する際には，成田・本多も参考文献に挙げられたい． 
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1.3 構成 

本稿の構成としては，まず，第2章において，極値統計

解析の一般的手法（合田法）および，本研究で提案した

手法の手順，内容を説明する．次に，第3章において，極

値統計解析に使用した極値データの内容について記述

する．第4章および第5章においては，各手法による極値

統計解析結果を示した上で，第6章に各手法による結果

の比較を示す．最後に，第7章において，本研究で得られ

た結論と，本研究の手法を適用する際の留意点や今後の

課題について記述する． 
 

2. 極値統計解析手法 

2.1 一般的手法 

(1)極値統計解析の流れ 

本研究では，一般的な極値統計解析手法である合田法

と，本研究の手法との比較を行うため，まず，合田法の

手順と内容について，ここで述べる．合田法による極値

統計解析の流れを図-2.1に示すとともに，各手順の詳細

を後述する． 

 
(2)候補とする分布関数の列挙 

極値統計解析は，得られた資料に対して，特定の確率

分布を当てはめ，その分布関数を用いて，所定の再現期

間に対する確率統計量を推定するのが一般的である．波

高や潮位偏差の極値が属する母集団の分布関数は不明

であるため，いくつかの分布関数の候補を挙げ，その中

から，標本が最も良く適合する分布関数を選択する． 
合田法においては，分布関数の候補として，以下の3種

類（形状母数の種類を含めると9種類）を提案している．

それぞれの分布関数について，以下に述べる． 
a)グンベル分布（極値Ⅰ型分布） 
グンベル分布は極値Ⅰ型分布または，二重指数分布と

も呼ばれ，その累積分布関数および確率密度関数，累積

分布関数の逆関数は次式で表される． 
 

□(□) = exp □−exp □− □ − □□ □□ (2.1) 

□(□) = 1□ exp □− □ − □□ − exp □− □ − □□ □□ (2.2) 

□ = □□□ = □ − □ ln{1 − ln[□(□)]} (2.3) 

 
ここに，□は潮位偏差等の極値を表す確率変量，□(□)は分

布関数，□(□)は確率密度関数，□は尺度母数，□は位置母

数である．極値Ⅰ型分布は母数が2個であるため，2母数 

 
図-2.1 極値統計解析の流れ（合田法） 

 
型分布関数と称される． 

b)極値Ⅱ型分布（形状母数□ = 2.5，3.33，5.0，10.0） 
極値Ⅱ型分布はフレッシェ分布とも呼ばれ，累積分布

関数および確率密度関数，累積分布関数の逆関数は次式

で表される． 

□(□) = exp □− □1 + □ − □□□ □□□□ (2.4) 

□(□) = 1□  □1 + □ − □□□ □□(□□□)
 

×  exp □− □1 + □ − □□□ □□□□ 
(2.5) 

□ = □□□ = □ − □□□1 − {− ln□(□)}□□/□□ (2.6) 

 
ここに，□は尺度母数である．極値Ⅱ型分布は母数が3個

であるため，3母数型分布関数と称されるが，合田法にお

いては，形状母数が4種類（□ = 2.5，3.33，5.0，10.0）に

固定され，2母数型分布関数として扱われている．形状母

数を固定する理由は，3母数型分布関数の方が標本の分

布関数への適合性は良いが，標本中のデータがわずかに

変わっただけでも母数推定値が大きく変わることがあ

り，母数推定値が変動しやすいためである．実務上は，

標本の蓄積に応じて設計外力の見直しを行う場合に，推

定値が大きく変動することで，施設設計に大幅な変更が

生じることを避ける意味がある． 
c)ワイブル分布（形状母数□ =0.75，1.0，1.4，2.0） 
ワイブル分布は，Weibull26)が材料の破壊強度の統計的

解析の際，分布式として提案したもので，波浪の極値統

計解析によく用いられる．ワイブル分布の累積分布関数

および確率密度関数，累積分布関数の逆関数は次式で表
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される． 
 

□(□) = 1 − exp □− □□ − □□ □□□ (2.7) 

□(□) = □□  □□ − □□ □□□□  exp □− □□ − □□ □□□ (2.8) 

□ = □□□ = □ + □□{− ln(1 − □(□))}□/□□ (2.9) 

 
ワイブル分布は極値Ⅱ型分布と同様に，3母数型分布

関数であるが，合田法においては，形状母数が4種類（□ =
0.75，1.0，1.4，2.0）に固定され，2母数型分布関数とし

て扱われている． 
 
(3)閾値の設定 

標本とする極値データの抽出に当たっては，統計期間

中に発生した異常現象の全てを取り上げるのではなく，

ある大きさ以上の値のデータのみを対象とし，比較的小

さい値のデータは除外するのが一般的である． 
閾値（足切り値）の設定方法としては，波浪データの

場合，年最大波高の最小値を，閾値とする場合が多い27) 

28)．また，後述する棄却基準により，全ての分布関数が

棄却される場合，初期値から一定間隔（本研究では0.01m
間隔とした）で閾値を大きくして上位の極値データのみ

で再解析を行い，棄却されない分布関数が1つ以上得ら

れるまで繰り返す方法が取られる．閾値を大きくしても

全ての分布関数が棄却される場合には，足切りを行わず，

MIR基準が最小となる分布関数を選定する27)． 
本研究においては，潮位偏差を対象とするため，波浪

とは異なり，年によって顕著な高潮が発生しない場合が

ある．その場合，年最大潮位偏差の最小値が非常に小さ

い値となり，ほとんどのデータが足切りされないことが

起こり得るため，平山ら29)を参考に，閾値の初期値とし

て，0.35mを設定した． 
 
(4)標本の抽出 

極値データの抽出方法として，対象資料を1年や1ヶ月

等の一定の時間間隔の区分（ブロック）に分け，ブロッ

ク毎に最大値を抽出する方法と，閾値を超過する独立な

ピーク値（Peaks Over Threshold：POT）を取り出すPOT法
30)がある．合田法においては，どちらの方法を適用する

こともできるが，波浪や潮位偏差に対しては，POT法が

用いられることが多い． 
本研究においては，ブロック最大値資料よりも多くの

サンプルが得られるため，POT法を用いることとし，台

風期間毎の潮位偏差のピーク値を標本として抽出した． 

(5)非超過確率の割り当て 

標本への分布関数の当てはめを行う際には，極値デー

タに対して，非超過確率を割り当てる必要がある．まず，

個々の極値データを昇順（小さい順）に並べ替える．最

小値を1番目として，昇順に番号を付したデータを順序

統計量と呼び，小さい方から□番目のデータを□□と表す．

この順序統計量に対して，どのような確率を割り当てる

かはプロッティングポジション公式によって定められ，

その式の一般形は，次式によって表される．  

 

□□ = □ − □□□ + □ (2.10) 

 

ここに，□□ は非超過確率，□ は極値データを昇順で並べ

た時の順位，□□ は極値データの総数（足切り処理を行っ

ていない，対象期間中に発生した全ての極値の個数）で

ある．また，□ および□ はモデル定数であり，既往研究

により，様々なモデル公式が提案されている．合田法に

おいては，表-2.1に示す通り，分布関数毎に異なる値を用

いる．極値Ⅰ型分布のモデル定数は，Gringorten31)が導い

た実験式であり，合田9)が種々の実験式を比較し，再現確

率統計量の推定値の偏り（平均値の真値からの誤差）と，

その分散が小さいものを選定したものである． 
ワイブル分布のモデル定数は，Petruaskas and Aagaard32)

が導いた実験式に対して，合田9)が数値実験を行ったと

ころ，やや負の偏りが生じるため，修正したものである．

また，極値Ⅱ型分布のモデル定数は，数値実験により，

再現確率統計量の推定値の偏りが小さくなるよう，合

田・小野澤10)が提案した式である． 

 
(6)分布関数の母数推定 

標本への分布関数の当てはめとは，分布関数の母数

（パラメータ）を推定することを意味する．母数の推定

手法としては，積率法や最尤法等の様々な手法があるが，

合田法においては，比較的計算が容易な最小二乗法が用

いられる．最小二乗法の手順としては，まず，それぞれ

の順序統計量□□に割り当てた非超過確率□□ に対して，分

布関数毎に定まる基準化変量□□ を次式により求める． 

 
グンベル分布：□□ = − ln(− ln□□) (2.11) 
極値Ⅱ型分布：□□ = □□(− ln□□)□□/□ − 1□ (2.12) 
ワイブル分布：□□ = [− ln(1 − □□)]□/□ (2.13) 

 
順序統計量□□と基準化変量□□が直線回帰式で表されると

して，次式に最小二乗法を適用して，定数□，□を求める． 
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表-2.1 プロッティングポジション公式の定数 13) 

分布関数 □ □ 
グンベル分布 0.44 0.12 

極値Ⅱ型分布 0.44− 0.41 ∕ □ 0.12 − 0.11 ∕ □ 

ワイブル分布 0.60 − 0.50 ∕ √□ 0.20 + 0.23 ∕ √□ 
 
□□ = A□□ + □ (2.14) 

 
上式より得られる定数□，□をそれぞれ，分布関数の尺度

母数，位置母数の推定値とする． 
 

(7)分布関数のスクリーニング 

合田法においては，母集団以外の分布関数を当てはめ

てしまう危険性をできる限り減らすため， DOL

（Deviation of OutLier）基準およびREC（REsidue of 
Correlation coefficient）基準という2種類の棄却基準によ

り，不適合と考えられる分布関数を棄却し，候補とする

分布関数のスクリーニング（絞り込み）を行う． 

a)DOL基準 
DOL基準とは，当てはめる分布関数に対して，標本の

最大値が過小あるいは過大であるかどうかを判断する

ための基準である．まず，標本の最大値□□□  と平均値□̅ 

との差を標準偏差□  で除して無次元化した最大値偏差ξ 
を次式の通り，定める． 

 
ξ = □□□□ − □̅□/□ (2.15) 
 

この最大値偏差ξ は，母集団の分布関数によって異なる

値を取り，合田12)がその5%非超過確率値および95%非超

過確率値について，以下の実験式を当てはめている． 
 

ξ□ = a + b ln□ + c (ln□)□  ：P= 5%，95% (2.16) 
 

ここに，ξ□は最大値偏差の5%および95%非超過確率値，

□は足切り処理後の極値の個数である．□，□，□は数値実

験に基づき，表-2.2，表-2.3に示す通り，分布関数毎に設

定された係数である．なお，表中の□ はデータ採択率（=
□/□□）である．これらの値を用いて，標本から得られる

最大値偏差ξに対して，ξ < ξ□%あるいξ□□% < ξであれば，

標本がその分布関数で表される母集団に属する確率が

5%未満であると判断し，不適合として棄却する． 

 
表-2.2 最大値偏差の 5%非超過確率値ξ□%の係数 13) 

分布関数 係数□ 係数□ 係数□ 
グンベル分布 0.257 + 0.133□□ 0.452− 0.118□□ 0.032 

極値Ⅱ型分布（□ = 2.5） 1.481− 0.126□□/□ −0.331− 0.031□□ 0.192 

同上（□ = 3.33） 1.025 −0.077− 0.050□□ 0.143 

同上（□ = 5.0） 0.700 + 0.060□□ 0.139− 0.076□□ 0.100 

同上（□ = 10.0） 0.424 + 0.088□□ 0.329− 0.094□□ 0.061 

ワイブル分布（□ = 0.75） 0.534− 0.162□ 0.277 + 0.095□ 0.065 

同上（□ = 1.0） 0.308 0.423 0.037 

同上（□ = 1.4） 0.192 + 0.126□□/□ 0.501− 0.081□□/□ 0.018 

同上（□ = 2.0） 0.050 + 0.182□□/□ 0.592− 0.139□□/□ 0 

 

表-2.3 最大値偏差の 95%非超過確率値ξ□□%の係数 13) 

分布関数 係数□ 係数□ 係数□ 
グンベル分布 0.579 + 0.468□ 1.496− 0.227□□ −0.038 

極値Ⅱ型分布（□ = 2.5） 4.653− 1.076□□/□ −2.047 + 0.307□□/□ 0.635 

同上（□ = 3.33） 3.217− 0.216□□/□ −0.903 + 0.294□□/□ 0.427 

同上（□ = 5.0） 0.599− 0.038□□ 0.518− 0.045□□ 0.210 

同上（□ = 10.0） −0.371 + 0.171□□ 1.283− 0.133□□ 0.045 

ワイブル分布（□ = 0.75） −0.256− 0.632□□ 1.269 + 0.254□□ 0.037 

同上（□ = 1.0） −0.682 1.600 −0.045 

同上（□ = 1.4） −0.548 + 0.452□□/□ 1.521− 0.184□ −0.065 

同上（□ = 2.0） −0.322 + 0.641□□/□ 1.414− 0.326□ −0.069 
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このうち，ξ□%によるものは下向きDOL基準と呼ばれ，

最大値と2番目に大きな値との差が異常に小さい場合に

棄却される．一方，ξ□□%によるものは上向きDOL基準と

呼ばれ，最大値が他の極値に比べて異常に大きい場合に

棄却される． 
b)REC基準 
REC基準とは，分布関数の適合度を用いて，棄却すべ

きかどうかを判断するための基準である．まず，順序統

計量□□  と基準化変量□□  との間の相関係数rを用いて，1
からの残差∆□を次式により算定する． 

 
∆□ = 1 − r (2.17) 

 
この相関係数残差∆□  は，母集団の分布関数によって分

布特性が異なり，合田ら10) 11)がその5%非超過確率値およ

び95%非超過確率値について，以下の実験式を当てはめ

ている． 
 

∆□□□% = exp[a + b ln□ + c (ln□)□] (2.18) 
 

ここに，∆□□□%は相関係数残差の95%非超過確率値である．

係数□，□，□は数値実験に基づき，表-2.4に示す通り，デ

ータ採択率□の関数として，分布関数毎に設定されてい

る．これらの値を用いて，標本から得られる相関係数残

差∆□に対して，∆□□□% < ∆□であれば，その分布関数を不

適合として棄却する． 
c)分布関数のスクリーニング 
DOL基準およびREC基準のどちらでも棄却されない

分布関数が一つ以上あれば，分布関数の選定に進めるが，

全ての分布関数が何れかの基準により棄却される場合

は，棄却されない分布関数が得られるまで，閾値を大き

くして，より上位の極値のみで再検討を行う．ただし，

極値の個数が10個程度以下になるまで，棄却されない分

布関数が得られない場合には，閾値は初期値のままで，

スクリーニング処理は行わず，後述のMIR基準により最

適合となる分布関数を選定する． 
 
(8)分布関数の選定 

前述の2種類の棄却基準により棄却されなかった分布

関数の中から，最適合となる分布関数を選定する基準と

して，MIR（Minimum Ratio of residual correlation coefficient）
基準11)を用いる．MIR基準は，標本から得られる相関係

数残差∆□と，各分布関数に対する相関係数残差の平均値

∆□□□□□を算出し，これらの比∆□/∆□□□□□により，各分布関

数の適合性を評価する．ここで，適合性の評価指標とし

て∆□の絶対値を用いる場合もあるが，裾の広がりの狭い

分布関数ほど相関係数残差∆□が小さい値となる傾向が

あり，分布関数間の比較の指標として適切でない．そこ

で，∆□□□□□との比をとると，分布関数間の差が減少する

ため，∆□/∆□□□□□を用いている． 
各分布関数に対する相関係数残差の平均値∆□□□□□は，

合田ら10) 11)が，以下の実験式を当てはめている． 

 

∆□□□□□ = exp[a + b ln□ + c (ln□)□] (2.19) 
 
ここに，係数□，□，□は数値実験に基づき，表-2.5に示

す通り，データ採択率□の関数として，分布関数毎に設定

されている．この値を用いて，∆□/∆□□□□□が最小となる分

布関数を最適合と判断する． 
 

 

 

表-2.4 相関係数残差の 95%非超過確率値∆□□□%の係数 13) 

分布関数 係数□ 係数□ 係数□ 
グンベル分布 −1.444 −0.2733− 0.0414□□/□ −0.045 

極値Ⅱ型分布（□ = 2.5） −1.122− 0.037□ −0.3298 + 0.0105□□/□ 0.016 

同上（□ = 3.33） −1.306− 0.105□□/□ −0.3001 + 0.0404□□/□ 0 

同上（□ = 5.0） −1.463− 0.107□□/□ −0.2716 + 0.0517□□/□ −0.018 

同上（□ = 10.0） −1.490− 0.073□ −0.2299− 0.0099□□/□ −0.034 

ワイブル分布（□ = 0.75） −1.473− 0.049□□ −0.2181 + 0.0505□□ −0.041 

同上（□ = 1.0） −1.433 −0.2679 −0.044 

同上（□ = 1.4） −1.312 −0.3356− 0.0449□ −0.045 

同上（□ = 2.0） −1.188 + 0.073□□/□ −0.4401− 0.0846□□/□ −0.039 
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表-2.5 相関係数残差の平均値∆□□□□□の係数13) 

分布関数 係数□ 係数□ 係数□ 
グンベル分布 −2.364 + 0.054□□/□ −0.2665− 0.0457□□/□ −0.044 

極値Ⅱ型分布（□ = 2.5） −2.470 + 0.015□□/□ −0.1530− 0.0052□□/□ 0 

同上（□ = 3.33） −2.462− 0.009□□ −0.1933− 0.0037□□/□ −0.007 

同上（□ = 5.0） −2.463 −0.2110− 0.0131□□/□ −0.019 

同上（□ = 10.0） −2.437 + 0.028□□/□ −0.2280− 0.0300□□/□ −0.033 

ワイブル分布（□ =0.75） −2.435− 0.168□□/□ −0.2083 + 0.1074□□/□ −0.047 

同上（□=1.0） −2.355 −0.2612 −0.043 

同上（□=1.4） −2.277− 0.056□□/□ −0.3169− 0.0499□ −0.044 

同上（□=2.0） −2.160 + 0.113□ −0.3788− 0.0979□ −0.041 

(9)再現確率統計量の推定 

最適合として選定した分布関数を用いて，任意の再現

期間 □（年）に対する非超過確率□は次式で与えられる． 
 

□ = 1 − 1□□ (2.20) 

 
ここに，□ は極値データを発生させた気象擾乱の年平均

発生個数である．ここで得られた非超過確率を，最適合

として選定した分布関数の逆関数□□□を用いて，再現確

率統計量□が得られる． 
 

(10)信頼区間の推定 

極値統計解析で得られる再現確率統計量等の推定値

は，標本毎に大きく変動し，標本が属する母集団の分布

関数から得られる真値よりも大きな値あるいは，小さな

値が推定される可能性がある．この推定幅を見積もる方

法として，信頼区間がよく用いられる．信頼区間とは，

同一の母集団から抽出した標本から推定した統計量が，

ある割合で（90%や95%とされる場合が多い），その区間

内に収まる範囲を表す．例えば，母集団からランダムに

同数の標本を抽出し，再現確率統計量を推定する試行を

複数回繰り返したと想定したときに，全回数のうち95%

程度の割合で，母集団の真値が含まれる区間を，95%信

頼区間という． 
本研究においては，極値統計解析結果の変動性を，95%

信頼区間を用いて評価する．再現確率統計量の分布が正

規分布であると仮定すると，その推定値の95%信頼区間

は，次式で表される． 
 

□□□□□□□□ = □□□ ± 1.96 □[□□] (2.21) 

 

ここに，□□□および□□□は 95%信頼区間の上限値と下限値，

□□□は標本から推定される再現期間□  に対する確率統計

量，□[□□] は再現期間□ に対する確率統計量の標準偏差

である． 
極値統計解析に使用する実際のデータとしては，ほと

んどの場合，1組の標本しか得られないため，複数の標本

をサンプリングし，上式の標準偏差□[□□]を得ることは難

しい．そこで，合田13)は再現確率統計量の推定値□□を無

次元化した補助統計量□を導入し，□の標準偏差□□に対し

て，次式の実験式を提案している． 
 
□ = (□□□ − □□) □□⁄  (2.22) 

□□ = [1.0 + □(□□ − □ + □ ln □)□]□/□ √□⁄  (2.23) 

グンベル分布およびワイブル分布： 
□ = □□ exp□□□□□□.□ + □(− ln □)□/□□ (2.24) 

極値Ⅱ型分布： 

□ = □□ exp{□□[ln(□ □□.□ □□⁄ )]□ − □[ln(□ □□⁄ )]□} 
(2.25) 

 
ここに，□□は母集団分布における再現期間□ に対する確

率統計量の真値，□□は標本の不偏標準偏差である．また，

□，□，□， □□，□□，□および□□は数値実験に基づき，表-2.6

に示す通り，分布関数毎に設定された係数であり，□ =
10~200，□ = 0.25，0.5，1.0の数値実験結果に基づくもの

であり，□ ≈ 0.25以上の範囲で適用することが望ましい

とされている．これらの式を用いて，□[□□]は次式で表さ

れる． 
 
□[□□] = □□ ∙ □□ (2.26) 

 

なお，上記の実験式を用いて，信頼区間を推定すること

ができるが，実務上は標本から推定される再現確率統計

量をそのまま設計値として用いることが多い．本研究に 
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表-2.6 分布関数の再現確率統計量の標準偏差の係数13) 

分布関数 係数□□ 係数□□ 係数□□ 係数□ 係数□□ 係数□ 係数□ 
グンベル分布 0.64 9.0 − 0.93 − 0 1.33 

極値Ⅱ型分布（□ = 2.5） 1.27 0.12 23 0.24 1.34 0.3 2.3 

同上（□ = 3.33） 1.23 0.09 25 0.36 0.66 0.2 1.9 

同上（□ = 5.0） 1.34 0.07 35 0.41 0.45 0.1 1.6 

同上（□ = 10.0） 1.48 0.06 60 0.47 0.34 0 1.4 

ワイブル分布（□ =0.75） 1.65 11.4 − -0.63 − 0 1.15 

同上（□=1.0） 1.92 11.4 − 0 − 0.3 0.90 

同上（□=1.4） 2.05 11.4 − 0.69 − 0.4 0.72 

同上（□=2.0） 2.24 11.4 − 1.34 − 0.5 0.54 

 
おける信頼区間は，合田法と本研究の手法との違いを変

動性の観点で比較するために，目安として推定したもの

であり，極値統計解析における分布関数の選定等に直接

関係するものではないことに留意されたい． 
 
2.2 本研究の手法 

(1)極極値統計解析の流れ 

本研究の手法による極値統計解析の流れを図-2.2に示

す．合田法との違いとしては，まず，1点目は，候補とす

る分布関数として，一般化パレート分布を追加している

点である．2点目は，母数推定手法として，L-モーメント

法を用いて，形状母数を固定せずに，標本に適合する母

数を推定している点である．3点目は，閾値の設定方法と

して，ある再現期間に対応する確率潮位偏差を設定して

いる点である．4点目は，分布関数の選定において，評価

指標として相関係数残差を用いている点である．5点目

は，各地点で最適合となる分布関数を選定するのでなく，

領域全体で共通した分布関数を選定している点である．

各手順の詳細については，後述の通りである． 

 
(2)候補とする分布関数の列挙 

本研究の手法では，分布関数の候補として，以下の3種
類を取り上げる．各分布関数について，以下に述べる． 

a)一般化極値分布 

一般化極値分布（Generalized Extreme Value Distribution，
以下，GEV分布とする）は，極値Ⅰ型分布（グンベル分布），

極値Ⅱ型分布，極値Ⅲ型分布を一つの形に表したもので，

その累積分布関数，確率密度関数および確率統計量は次

式で表される． 

□(□) =
⎩⎪
⎨
⎪⎧exp □− □1 − □ □ − □□ □□/□□  (□ ≠ 0)

exp □−exp □− □ − □□ □□  (□ = 0)
 (2.27) 

 

図-2.2 極値統計解析の流れ（本研究の手法） 

 

□(□) = 1□  □1 + □ − □□□ □□/□□□
 

×  exp □− □1 + □ − □□□ □□/□□  (□ ≠ 0) 

(2.28) 

□ = □□ + □□1 − (− ln[□(□)])□□/□  (□ ≠ 0)
□ − □ ln{− ln[□(□)]}                   (□ = 0) (2.29) 

 
ここに，□は形状母数であり，□ = 0のときは極値Ⅰ型分

布，□ < 0のときは極値Ⅱ型分布，□ > 0のときは極値Ⅲ型

分布となる．なお，合田法で扱われている極値Ⅱ型分布

は，上式の形状母数を□ = −1/□と変換したものに等しい．

本研究の手法では，合田法とは異なり，形状母数を固定

せず，3母数型分布関数として扱う．なお，極値理論（極

値統計量に関する漸近理論）において，年最大値等のブ

ロック最大値資料は，データが全て同一の確率分布に従
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い，互いに独立であることを前提として，サンプルサイ

ズが十分に大きい場合，一般化極値分布に収束すること

が知られている． 
b)ワイブル分布 

ワイブル分布については，前述と同様である．ただし，

本研究の手法では，形状母数□は固定せず，3母数型分布

関数として扱い，標本へ適合する形状母数を推定する． 
c)一般化パレート分布 

一般化パレート分布（Generalized Pareto Distribution，
以下，GPA分布とする）の累積分布関数および確率密度

関数は以下の式で表される． 
 

□(□) =
⎩⎪
⎨
⎪⎧1 − □1 − □ □ − □□ □□/□

   (□ ≠ 0)
1 − exp □− □ − □□ □     (□ = 0)

 (2.30) 

□(□) = 1□ □1 − □ □ − □□ □□/□□□
 (2.31) 

□ = □□ + □{1 − [1 − □(□)]□}/□  (□ ≠ 0)
□ − □ ln[1 − □(□)]                   (□ = 0)  (2.32) 

 
一般化パレート分布は，データが全て同一の確率分布

に従い，互いに独立であることを前提として，十分大き

な閾値を超過するデータ（閾値超過データ）が漸近的に

従う分布であり，Pickands33)により導出されたものであ

る．本研究においては，POT法により抽出した標本を用

いるため，理論的に適したモデルといえる． 

 
(3)閾値の設定 

合田法では，2種類の棄却基準により，棄却されない分

布関数が得られるまで，閾値を大きくする方法を取るが，

本研究の手法では，棄却基準によるスクリーニングを行

わないため，別の方法を用いる． 
本研究における閾値（足切り値）の設定方法としては，

海域全体で統一した基準で閾値を設定するため，地点毎

の再現期間□年に対する確率統計量を閾値として設定す

る．なお，ここで設定する再現確率統計量は，後述する

プロッティングポジション公式および式(2.20)を用いて，

線形補間により算出する．本研究では再現期間□を3年か

ら10年の間で，2年間隔程度（3，5，7，8，10年）に設定

し，この中から適切な値を選定することとする．ここで，

下限を3年とした理由としては，標本の大きさによって1
年，2年の再現確率値が算出できない場合があるためで

ある．また，上限を10年とした理由としては，計画高潮

位に含まれる潮位偏差の再現期間が10年程度となる海

岸があることから，再現期間10年までの確率統計量の推

定値が外挿とならないようにするためである． 
これらの設定した各閾値に対して，分布関数の当ては

めを行い，最適合となる閾値及び分布関数を選定する．

選定方法については，後述する． 
 
(4)標本の抽出 

極値データの抽出方法としては，合田法の場合と同様

に，POT法を用いることとし，台風期間毎の潮位偏差の

ピーク値を標本として抽出した． 
 
(5)非超過確率の割り当て 

順序統計量に対する，非超過確率の割り当てについて

は，プロッティングポジション公式を用いる．ここで，

モデル定数□ ，□については，合田19)が提案した□ = 0.45 ，
□ = 0を用いる．これは，母数推定手法としてL-モーメン

ト法を用いる場合に，再現確率統計量の推定値の偏りが

小さくなるよう，数値実験により設定されたものである． 
 

(6)分布関数の母数推定 

母数の推定手法としては，Hosking21)により提案された

L-モーメント法（L積率法）を用いる．L-モーメント法は，

確率重み付き積率法（PWM法）を発展させたものであり，

積率法よりも外れ値やデータの偏り，変動に対してロバ

スト（頑健）であると言われている．頭文字のLは，順序

統計量の線形結合（Linear combinations of order statistics）

を意味する． 
分布関数から求められる非超過確率□ = □(□)に対する

確率統計量□(□) = □□□(□)を用いて，確率重み付き積率□□
は，次式で定義される． 

 

□□ = □ □(□)□□ □□□
□  (2.33) 

 

1～3次のL-momentsは，この積率□□を用いて，次式のよ

うに定義される． 
 
□□ = □□ (2.34) 

□□ = 2□□ − □□ (2.35) 
□□ = 6□□ − 6□□ + □□ (2.36) 

 
1次のL-moment □□は，母集団分布の平均値を表し，2次の

L-moment □□は，母集団分布のばらつきを表す．また，3
次のL-moment □□は，母集団分布の歪み（分布の左右への
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偏り）の度合いを表すものである．これらのL-momentsの
定義や意味の詳細については，Hosking21)や大西・水野34)

の解説が参考となる． 
上記のL-momentsから，L-moment比が次式で定義され

る． 
 
τ = □□ □□⁄  (2.37) 
□□ = □□ □□⁄  (2.38) 

 
上記のτ，□□はそれぞれ，L-CV（Coefficient of L-variation），
L-skewnessと呼ばれる． 

これらのL-moments，L-moments比は母集団に関するも

のであり，母集団から抽出された一部の標本から，これ

らの値を推定する場合には，まず順序統計量□□を用いて，

□次平均量□□を次式により求める． 
 

□□ = 1□□□□
□

□□□
 (2.39) 

□□ = 1□□
(□ − 1)(□ − 1)□□

□

□□□
 

(2.40) 

□□ = 1□□
(□ − 1)(□ − 2)(□ − 1)(□ − 2)□□

□

□□□
 

(2.41) 

 
この□次平均量□□は，確率重み付き積率□□の不偏推定量で

あり，標本L-moments（L-momentsの不偏推定量）□□は，

次式で表される． 
 
□□ = □□ (2.42) 

□□ = 2□□ − □□ (2.43) 
□□ = 6□□ − 6□□ + □□ (2.44) 

 
また，標本L-moments比 （L-moments比の不偏推定量）は，

次式で表される． 
 
□ = □□ □□⁄  (2.45) 
□□ = □□ □□⁄  (2.46) 

 
Hosking21)により，各種の分布関数に対するL-moments

の理論値と母数推定式が導かれており，Hosking and 
Wallis35)の解説書や，合田ら16) 18) 19) 20)にもまとめられて

いる．ただし，ワイブル分布については，Hoskingにより

検討されていないため，合田・久高16)が新たに導いたも

のである．各分布関数の母数推定式は次式の通りである． 
 

 

一般化極値分布：  

□ = □□□(1 − 2□□)Γ(1 + □) (2.47) 

□ = □□ − □{1 − Γ(1 + □)} □⁄  (2.48) 

□ ≈ 7.8590□ + 2.9554□□ (2.49) 

□ = 23 + □□ −
log 2log 3 (2.50) 

ワイブル分布：  

□ = □□(1 − 2□□/□)Γ(1 + 1/□) (2.51) 

□ = □□ − □Γ(1 + 1/□) (2.52) 

□ = 285.3□□□ − 658.6□□□ + 622.8□□□ 
−317.2□□□ + 98.52□□□ − 21.256□□ + 3.5160 

(2.53) 

一般化パレート分布：  
□ = (1 + □)(2 + □)□□ (2.54) 
□ = □□ − (2 + □)□□ (2.55) 

□ = (1 − 3□□)/(1 + □□) (2.56) 
 
ここに，Γはガンマ関数である．なお，L-モーメント法の

計算には，Hoskingが開発したFortranプログラム36)が公開

されており，本研究においてはこれを使用した． 
 

(7)閾値および分布関数の選定 

本研究の手法では，MIR基準に用いられるような，各

分布関数に対する相関係数残差の平均値∆□□□□□が算出さ

れていないため，順序統計量と，それと同じ非超過確率

に対する分布関数による推定値との相関係数の1からの

残差 ∆□ が最小となる分布関数を最適合と判断する．こ

の方法は，合田・久高16)やChoudhuryら37)が用いており，

「最小残差法」や，「Probability Plot Correlation Method
（PPC）」とも呼ばれる．なお，合田法においては，順序

統計量と基準化変量との相関係数を用いているが，どち

らを用いても良い（相関係数は同じ値となる）． 

ここで，∆□を適合性指標として用いる場合，再現期間

が小さい部分の方が，発生頻度が多い（データ数が多い）

ため，比較的，再現期間が大きい（データが少ない）部

分の適合性が悪くても，データ全体としては適合性が良

いと判断される可能性がある．そのため，本研究で対象

とする潮位偏差のように，比較的大きな再現期間に着目

する場合には，∆□だけで適合性を評価するのは不十分と

考えられる． 

そこで，本研究においては分布関数の適合性を評価す

る指標として，相関係数残差∆□に加え，本多ら7)が提案し

たTRD（Top Return Period Deviation）を用いる．TRDは次

式で表される． 
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□□□ = □  1  □□□□ □ □□□
□□□□

□□□
 (2.57) 

□□ = □□□□□□,□ − □□□□,□□□□□,□ □× 100 (2.58) 

 
ここに，□□□□,□ は極値データを大きい順に並べたときの

上から第□番目の順序統計量，□□□□□,□ は第□番目の確率

統計量，□□□□ は□年確率値以上の極値データの個数であ

る．本研究においては，□ = 50年とする．なお，□□□□ を
算出するための50年確率値は式(2.10)，式(2.20)を用いて

求める．∆□ が標本の極値データ全体に対する適合性を

表すのに対して，TRDは比較的，再現期間の大きい側（本

研究では50年以上）に相当する極値データに対する適合

性を表す指標であり，数値が小さいほど適合性が良いと

判断される． 

本研究においては，閾値を大きく設定するほど，比較

的，再現期間が大きい側の極値の割合が多くなるため，

TRDへ及ぼす影響が大きいと考えられる．そこで，閾値

および分布関数の選定方法としては，以下の通りとする． 

まず，設定した閾値（3年確率値から10年確率値）毎に，

各分布関数を当てはめたときのTRDの領域平均値を算

出し，分布関数毎に，TRDが小さい順に3つの閾値候補に

絞り込む．なお，地点毎に最適となる閾値を選定するの

ではなく，領域全体で統一した閾値（□年確率値）を選定

することとする． 
その後，3つの閾値候補に対して，相関係数の残差∆□の

領域平均値が最も小さくなる閾値および分布関数を選

定する．なお，再現確率統計量が不連続となることを避

けるため，地点毎に最適となる分布関数を選定するので

はなく，領域全体で統一した分布関数を選定することと

する． 

なお，閾値の選定方法として，一般的によく用いられ

る方法には，標本平均超過関数30)を用いて，その値が一

定勾配あるいは，一定値を取る範囲の下限値を選定する

方法もあるが，どの範囲を一定とするかの判断に，明確

な基準がなく，人によって値が変わり得る．一方で，本

研究の手法では，TRDと∆□を判断基準として，閾値を選

定することができる． 
 

(8)再現確率統計量の推定 

合田法と同様に，式(2.20)を用いて，再現確率統計量□
（□年確率潮位偏差）が得られる． 
 

(9)信頼区間の推定 

本研究の手法においても，実験式に基づき，再現確率

統計量の推定値の95%信頼区間を評価する．合田19)は再

現確率統計量□□の変動係数□□[□□]を次式の通り，定義し

ている． 

 

□□[□□] = □[□□]
□[□□] 

= (□□□□ − □□□ + □)(□□□ − 1)□.□ √□⁄  

(2.59) 

 
ここに，□[□□]，□[□□]はそれぞれ，再現確率統計量□□の標

準偏差，平均値であり，□□□は裾長度（= □□□ □□□⁄ ）である．

また，□□は基準化変量であり，次式で表される． 

 

一般化極値分布： 
□□ = □1 − [− ln(1 − 1/□□)]□□ □⁄  

(2.60) 

ワイブル分布： 

□□ = {ln(□□)}□/□ 
(2.61) 

一般化パレート分布： 

□□ = [1 − 1/(□□)□] □⁄  
(2.62) 

 

また，□，□，□は数値実験に基づく係数であり，次式の通

り，分布関数毎に形状母数の関数として表される． 
 
一般化極値分布：  

□ = 2.7037□□ + 2.4351□□ 
+0.7325□ + 0.0830 

(2.63) 

□ = 10.953□□ + 10.509□□ 
+3.1359□ + 0.0372 

(2.64) 

□ = 11.311□□ + 12.526□□ 
+5.6088□ + 0.7719 

(2.65) 

ワイブル分布：  

□ = exp[−5.3844□□ − 0.6089□□  
+7.7316□ − 1.9805] 

(2.66) 

□ = −22.438□□ + 24.678□□ 
+6.1046□ + 0.1062 

(2.67) 

□ = −28.287□□ + 18.860□□ 
+6.9797□ + 0.6776 

(2.68) 

一般化パレート分布：  

□ = 0.9742(ln□)□ + 0.6949(ln□) + 0.1517 (2.69) 

□ = 1.9049(ln□)□ + 1.8142(ln□) + 0.3677 (2.70) 

□ = 0.6349(ln□)□ + 1.8561(ln□) + 0.9095 (2.71) 
 
ここで，式(2.62)の□[□□]は，実際の標本に対して求める

ことは難しいため，標本から推定される再現確率統計量
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□□□を用いることで，標準偏差□[□□]が得られる．なお，上

記の実験式は，□ = 20，50，100，200，500，1000の 6
通り，□□□ = 1.1，1.2，1.3の 3 通りの標本データに対して，

□ = 1，2，5，10，20，50，100，200，500，1000の 10

通りの再現期間毎に，50000 個のランダム標本から求め

た数値に対して近似したものであり，実験式の適用範囲

と，数値実験による推定誤差を伴うことには留意された

い． 

 
3. 使用データ 

本研究で使用した潮位偏差の標本データは，本多ら7)

が実施した高潮推算結果をもとに，台風毎の極値を抽出

したものである．高潮推算に用いた台風トラックデータ

は，地球温暖化対策に資するアンサンブル気候予測デー

タベース（database for Policy Decision making for Future 
climate change：d4PDF）6)から抽出され，過去気候実験と

将来気候実験に対するもので構成される．過去気候実験

は現在の気候条件を想定し，将来気候実験は全球平均気

温が工業化以前と比べ，2℃上昇したと想定した条件で

計算されたものである．また，将来実験には，表-3.1に

示す6種類のモデルによる海面水温（SST）の将来変化分

布を与えた実験結果が用いられている． 

対象海域は，三大湾（東京湾，伊勢湾，大阪湾）であ

り，計算格子間隔200mの計算領域について，計算格子

（200mメッシュ）毎に，極値（各台風期間の潮位偏差の

最大値）を抽出した．各海域の極値の抽出範囲（計算領

域）を図-3.1に示すとともに，各海域における実験毎の

サンプルサイズを表-3.2に示す． 

なお，式(2.20)により再現期間を算定する際，台風の年

平均通過個数□については，本多ら7)と同様に，観測デー

タ（気象庁ベストトラック）とd4PDF過去実験における

個数を比較し，その比を補正係数□として，□に乗じた値

□□（ = □□）を用いた．各海域の補正係数を表-3.3に示す．

また，高潮推算結果の再現性については，過去に発生し

た台風による観測値と推算値を比較して検証されてお

り，観測値と整合するよう推算値を補正した値を用いた．

詳細については，本多ら7)を参照されたい． 
また，本研究においては，各海域に代表地点を設定し，

標本データと分布関数の適合性を確認することとした．

各海域における代表地点の位置図を図-3.2～図-3.4に

示す．代表地点には，港湾局，気象庁，国土地理院，海

上保安庁による潮位観測地点を設定した． 

表-3.1 d4PDF 将来実験に用いられている SST モデル 

CMIP5 モデル 
実験名

略称 
機関名（国名） 

CCSM4 CC National Center for Atmospheric 
Research（米国） 

GFDL-CM3 GF NOAA Geophysical Fluid 
Dynamics Laboratory（米国） 

HadGEM2-AO HA Met Office Hadley Centre（英国） 

MIROC5 MI 東京大学大気海洋研究所，国

立環境研究所，海洋研究開発

機構（日本） 

MPI-ESM-MR MP Max Planck Institute for 
Meteorology（独国） 

MRI-CGCM3 MR 気象庁気象研究所（日本） 

 

 
図-3.1 極値の抽出範囲 

 
表-3.2 実験毎のサンプルサイズ 7) 

実験名[モデル

名略称] 

サンプルサイズ（台風数） 統計

年数 東京湾 伊勢湾 大阪湾 

過去実験 388 518 782 1020 
将来 
実験 
(+2K

上昇) 

[CC] 198 268 405 549 
[GF] 192 219 354 549 
[HA] 197 226 397 549 

[MI] 148 179 304 549 
[MP] 191 231 400 549 
[MR] 214 292 483 549 

 
表-3.3 台風の年平均通過個数と補正係数 7) 

対象 

年平均通過個数 
補正係数 

□ 気象庁ベスト

トラック 

d4PDF 

過去実験 

東京湾 0.78 0.38 2.06 

伊勢湾 0.92 0.51 1.81 

大阪湾 1.35 0.77 1.76 
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図-3.2 代表地点（東京湾） 

 

 
図-3.3 代表地点（伊勢湾） 

 

 
図-3.4 代表地点（大阪湾） 

 
4. 一般的手法による極値統計解析結果 

4.1 分布関数の選定結果および閾値の設定 

合田法により，各海域において地点毎（計算格子毎）

に最適合となる分布関数を選定した結果と，各地点にお

ける閾値の設定値を図-4.1～図-4.6に示す．なお，閾値

の図の黒色箇所は，初期値（0.35m）が設定値となる箇所

である． 
東京湾においては，将来実験（2K上昇：CC）を除いて，

ワイブル分布（□ = 1.4）あるいはワイブル分布（□ = 2.0）
が最適合となる地点が多く，一部の箇所でグンベル分布

が最適合となっている．閾値については，ほとんどの実

験データで，初期値（0.35m）が設定される結果となって

いるが，一部の箇所で0.7～1.0m程度まで閾値を上げなけ

れば，分布関数が棄却される． 

伊勢湾においては，過去実験および将来実験（2K上昇：

CC）では，東京湾と同様に，ワイブル分布（□ = 1.4）あ

るいはワイブル分布（□ = 2.0）が最適合となる地点が多

く，一部の箇所でグンベル分布が最適合となっている．

その他の将来実験では，グンベル分布あるいは極値Ⅱ型
分布（□ = 10.0）が最適合となる地点が多い．閾値につい

ては，ほとんどの実験データで，初期値（0.35m）が設定

される結果となっているが，過去実験では，湾中央部で

0.7～2.0m程度まで閾値を上げなければ，分布関数が棄却

される． 
大阪湾においては，将来実験（2K上昇：GF）を除いて，

ほとんどの地点でワイブル分布（□ = 1.4）が最適合とな

り，湾奥部ではワイブル分布（□ = 2.0）が最適合となっ

ている．将来実験（2K上昇：HA）については，湾奥部で

グンベル分布が最適合となっている．将来実験（2K上昇：

GF）については，ワイブル分布（□ = 2.0）が最適合とな

る地点が多く，湾奥部や一部の箇所でワイブル分布（□ =
1.4）あるいはグンベル分布が最適合となっている．閾値

については，多くの実験データで，初期値（0.35m）が設

定される結果となっているが，過去実験，将来実験（2K

上昇：HA）および，将来実験（2K上昇：MR）では，湾

口から湾中央部で0.4～2.0m程度まで閾値を上げなけれ

ば，分布関数が棄却される． 
全ての海域に共通して，ワイブル分布（□ = 1.4）ある

いはワイブル分布（□ = 2.0）が最適合となる地点が多く

みられ，この結果は，既往研究38)による観測データを対

象とした極値統計解析結果とも一致している．閾値につ

いては，ほとんどの実験データで，初期値（0.35m）が設

定される結果となっている． 
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【凡例】 

    
図-4.1 分布関数の選定結果（東京湾） 

 

    

 

   
図-4.2 閾値の設定値（東京湾） 
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【凡例】 

 
図-4.3 分布関数の選定結果（伊勢湾） 

 

 

   

図-4.4 閾値の設定値（伊勢湾） 
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【凡例】 

 
図-4.5 分布関数の選定結果（大阪湾） 

 

    

 

   

図-4.6 閾値の設定値（大阪湾） 
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4.2 再現確率統計量の推定結果 

合田法により，地点毎（計算格子毎）に最適合となる

分布関数を選定し，再現確率統計量の代表値として，100
年確率潮位偏差の空間分布を推定した結果を図-4.7～

図-4.9に示す．また，確率潮位偏差の沿岸分布の推定結

果を図-4.10～図-4.12に示す。 
東京湾においては，選定される分布関数が切り替わる

境界部で，かつ潮位偏差の大きい湾奥部において，100年
確率潮位偏差の空間分布が不連続となる（確率潮位偏差

が急に変化する）箇所が多い傾向である．将来実験（2K
上昇：GF）で不連続となる箇所があまり見られないのは，

選定される分布関数が切り替わる境界部が，潮位偏差の

比較的小さい湾中央部であるためと考えられる． 

伊勢湾においては，東京湾と同様に，選定される分布

関数が切り替わる境界部で，かつ潮位偏差の大きい湾奥

部（名古屋港付近，湾西側）において，100年確率潮位偏

差の空間分布が不連続となる場合が多い傾向である． 

大阪湾においては，将来実験（2K上昇：MR）を除い

て，主に選定される分布関数が切り替わる境界部で，100
年確率潮位偏差の空間分布が不連続となっている．将来

実験（2K上昇：MR）については，不連続となる箇所が，

選定される分布関数が切り替わる境界部ではないが，図

-4.6に示す通り，閾値の設定値が大きく変化する箇所と

なっている． 

全ての海域に共通して，選定される分布関数が切り替

わる境界部で，100年確率潮位偏差の空間分布が不連続

となる場合が多い．確率潮位偏差の沿岸分布においても，

潮位偏差の急激な変動が各所で確認される。従って，連

続的な分布を得るには，海域全体で共通した分布関数を

設定することが望ましい．また，閾値の設定値が大きく

変化する箇所で，100年確率潮位偏差の空間分布が不連

続となる場合もある．従って，連続的な分布を得るには，

閾値を海域全体で統一して設定する必要があると考え

られる． 
 

 

 
 
 
 

 

    

 

   

図-4.7 100 年確率潮位偏差の推定結果（東京湾） 
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図-4.8 100 年確率潮位偏差の推定結果（伊勢湾） 

 

    

 

   
図-4.9 100 年確率潮位偏差の推定結果（大阪湾） 
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図-4.10 確率潮位偏差の沿岸分布（東京湾） 

 

 

図-4.11 確率潮位偏差の沿岸分布（伊勢湾） 
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図-4.12 確率潮位偏差の沿岸分布（大阪湾） 

 
4.3 適合性の評価 

(1)海域全体における適合性の評価 

合田法による極値統計解析による適合性の評価結果

として，各海域におけるTRDと相関係数残差の空間分布

の算定結果を図-4.13～図-4.18に示す． 
東京湾においては，相関係数残差は，どの標本データ

についても，全体的に概ね0.02以下（相関係数が0.98以上）

で，標本全体への適合性は良い結果が得られている．

TRDの空間分布としては，他地点と比べて大きな値とな

る箇所が実験データによって様々である． 

伊勢湾においては，相関係数残差は，過去実験の一部

を除いて，全体的に 0.01 以下（相関係数が 0.99 以上）で

あり，標本全体への適合性は良い結果が得られている．

過去実験では，閾値を大きく設定した箇所で，相関係数

残差は他地点と比べて大きくなっているが，TRD は小さ

くなっている．ただし，相関係数残差は大きい箇所でも

0.05～0.1 程度であり，適合性は良いと言える． 
大阪湾においては，また，伊勢湾と同様に，閾値を大

きく設定した箇所で，相関係数残差は他地点と比べて大

きくなっているが，TRDは小さくなっている．ただし，

相関係数残差は大きい箇所でも0.05程度であり，適合性

は良いと言える．閾値を大きく設定した箇所以外では，

相関係数残差は，全体的に0.01以下（相関係数が0.99以上）

であり，標本全体への適合性は良い結果が得られている． 

全ての海域に共通して，閾値を大きく設定した箇所で，

相関係数残差は他地点と比べて大きくなっているが，

TRDは小さくなっている．これは，発生頻度の高い潮位

偏差の小さい極値が除外されたことで，大きな再現期間

の極値への適合性が良くなったと考えられる．また，

TRDの空間分布としては，他地点と比べて大きな値とな

る箇所が実験データによって様々であり，台風の経路等

の偶然的不確実性により，実験データによって得られる

標本が異なるためと考えられる． 
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図-4.13 TRD の算定結果（東京湾） 

 

    

 

   
図-4.14 相関係数残差∆□の算定結果（東京湾） 
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図-4.15 TRD の算定結果（伊勢湾） 

 

    

 

   

図-4.16 相関係数残差∆□の算定結果（伊勢湾） 

 



国総研資料 No. 1333 

- 23 - 

    

 

   
図-4.17 TRD の算定結果（大阪湾） 

 
 

    

 

図-4.18 相関係数残差∆□の算定結果（大阪湾） 
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(2)代表地点における適合性の評価 

合田法による極値統計解析による適合性の評価結果

として，各海域の代表地点における分布関数の当てはめ

結果を図-4.19～図-4.21に示す．なお，ここでは過去実

験データの例を示し，その他の実験データの結果につい

ては，付録Aに示す． 
東京湾においては，全ての地点において，標本データ

と分布関数による推定値はよく一致している．千葉と横

浜以外の地点はワイブル分布（□ = 2.0）が最適合となっ

ており，どの分布関数の推定値も，標本より過大側とな

っているため，ワイブル分布の形状母数が□ = 2.0より大

きい場合に，より適合性が良い可能性があると考えられ

る． 

伊勢湾においては，全ての地点において，50年確率以

下の標本データと，分布関数による推定値はよく一致し

ている．しかし，湾奥部の名古屋や鬼崎においては，50
年確率以上の標本データに着目すると，選定されたもの

以外の分布関数がよく適合している場合がある．これは，

50年確率以下の標本データの方が，データ数が多く，標

本全体としては適合性が良いと判断されるためである． 
大阪湾においても，伊勢湾と同様に，50年確率以下の

標本データと，分布関数による推定値はよく一致してい

る．しかし，大阪においては，50年確率以上の標本デー

タに着目すると，選定されたもの以外の分布関数がよく

適合している場合があったり，神戸においては，50年確

率以上の標本データに対しては，比較的，適合性が悪い

結果となっている． 
全ての海域に共通して，50年確率以下の標本データに

対しては，分布関数による推定値はよく一致しているが，

50年確率以上や100年確率以上の大きな再現期間の標本

データに対しては，最適合となる分布関数の推定値であ

っても，比較的適合性が悪い結果となっている．潮位偏

差を対象とする場合，50年確率以上の標本データに対す

る適合性は重要であり，十分な適合度を得るには，後述

の本研究の手法のような，別の手法等の検討が必要と考

えられる． 
 

    

 

   
図-4.19 代表地点における分布関数の当てはめ結果（過去実験，東京湾） 
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図-4.20 代表地点における分布関数の当てはめ結果（過去実験，伊勢湾） 

 

 

  

 

  
図-4.21 代表地点における分布関数の当てはめ結果（過去実験，伊勢湾） 
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4.4 変動性の評価 

(1)海域全体における変動性の評価 

合田法による極値統計解析による変動性の評価結果

として，100年確率潮位偏差の標準偏差の空間分布を推

定した結果を図-4.22～図-4.24に示す． 
東京湾においては，湾奥部ほど，湾口に比べて100年確

率潮位偏差の標準偏差が大きくなる結果となっている．

また，選定される分布関数によって，標準偏差の大きさ

が異なり，ワイブル分布（□ = 1.4）が選定される場合，

ワイブル分布（□ = 2.0）の場合よりも，標準偏差が大き

い傾向となっている．  
伊勢湾においても，東京湾と同様に，湾奥部ほど，湾

口に比べて，100年確率潮位偏差の標準偏差が大きくな

る結果となっている．また，選定される分布関数によっ

て，標準偏差の大きさが異なり，極値Ⅱ型分布（□ = 1.4）
や極値Ⅱ型分布（□ = 2.0）が選定される場合，標準偏差

が比較的，大きい傾向となっている． 
大阪湾においても，東京湾，伊勢湾と同様に，湾奥部

ほど，湾口に比べて，100年確率潮位偏差の標準偏差が大

きくなる結果となっている．また，閾値が大きい地点で

は，100年確率潮位偏差の標準偏差が小さくなっている． 
全ての海域に共通して，湾奥部ほど，湾口に比べて100

年確率潮位偏差の標準偏差が大きくなる傾向である．こ

れは，湾奥部ほど，100年確率潮位偏差の値自体が大きく

なるためと考えられる．また，過去実験については，他

の実験データよりも100年確率潮位偏差の標準偏差が小

さい．これは，過去実験データのサンプルサイズが大き

いためと考えられる． 

 
 
 
 

 
 
 
 

 
 
 
 

 

    

 

   

図-4.22 100 年確率潮位偏差の標準偏差の推定結果（東京湾） 

 



国総研資料 No. 1333 

- 27 - 

    

 

   

図-4.23 100 年確率潮位偏差の標準偏差の推定結果（伊勢湾） 

 

    

 

   

図-4.24 100 年確率潮位偏差の標準偏差の推定結果（大阪湾） 
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(2)代表地点における変動性の評価 

合田法による極値統計解析による変動性の評価結果

として，各海域の代表地点において，選定した分布関数

による再現確率統計量の推定値と，その95%信頼区間を

推定した結果を図-4.25～図-4.27に示す．なお，ここで

は過去実験データの例を示し，その他の実験データの結

果については，付録Bに示す． 
東京湾においては，湾奥の地点（東京，千葉）で，信

頼区間の幅が比較的大きく，再現期間100年で推定値±

0.1～0.2m程度である．その他の地点は，95%信頼区間の

幅が非常に狭く，再現期間1000年付近で，標本データ自

体が区間外となる場合がある． 
伊勢湾においても，東京湾と同様に，湾奥の地点（名

古屋，鬼崎，三河）で，信頼区間の幅が比較的大きく，

再現期間100年で推定値±0.2～0.3m程度である．また，

信頼区間の幅が大きい名古屋，鬼崎でも，再現期間1000
年付近で，標本データが信頼区間外となっている． 

大阪湾においては，東京湾，伊勢湾と同様に，湾奥の

地点（大阪，神戸）で，信頼区間の幅が比較的大きく，

再現期間100年で推定値±0.1～0.2m程度である．また，

神戸では，再現期間200年以上の場合に，標本データが信

頼区間外となっている． 
全ての湾に共通して，湾奥部で信頼区間の幅が比較的

大きくなっている．これは，標本データの極値のばらつ

き（標準偏差）が大きいことや，湾奥部の潮位偏差の値

自体が他地点に比べ大きいためと考えられる．また，大

きい再現期間に対して，標本データ自体が信頼区間外と

なる場合がある．これは，分布関数の形状母数が固定さ

れていることで，形状母数の変動の影響が，信頼区間に

含まれていないためと考えられる．つまり，固定された

形状母数では，大きな再現期間の極値に対して，十分な

適合性が得られておらず，より標本に適合する形状母数

を推定する必要があると考えらえる． 
 
 

 
 
 
 

 
 
 
 

 
 
 

 

  

 

  
図-4.25 代表地点における 95%信頼区間の推定結果（過去実験，東京湾） 
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図-4.26 代表地点における 95%信頼区間の推定結果（過去実験，伊勢湾） 

 

 

  

 

  
図-4.27 代表地点における 95%信頼区間の推定結果（過去実験，伊勢湾） 
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5. 本研究の手法による極値統計解析結果 

5.1 閾値および分布関数の選定結果 

本研究の手法により，各海域において，設定した閾

値毎に TRD および，相関係数残差の海域平均値を算出

した結果を図-5.1～図-5.6 に示すとともに，各海域に

おける閾値および，分布関数の選定結果を表-5.1，表-

5.2 に示す． 
東京湾においては，どの実験データ，どの閾値におい

ても，GPA分布のTRDおよび相関係数残差の海域平均値

が最も小さい値となっており，GPA分布が選定されてい

る．伊勢湾においても，東京湾と同様に，どの実験デー

タ，どの閾値においても，GPA分布のTRDおよび相関係

数残差の海域平均値が最も小さい値となっており，GPA

分布が選定されている．大阪湾においては， TRDについ

ては，ワイブル分布や一般化極値分布が最も小さくなる

場合もあるが，相関係数残差は，一般化極値分布あるい

は一般化パレート分布の場合が最も小さい値となって

おり，将来実験（2K上昇：MR）を除いて，どの実験デー

タにおいても，GPA分布が選定されている．将来実験（2K
上昇：MR）のみ，GEV分布が選定されている．ただし， 
GEV分布とGPA分布のどちらも，相関係数残差の海域平

均値は0.02以下（相関係数が0.98以上）であり，どちらも

適合性は良いと考えられる． 
全ての海域で，ほとんどの実験データに対して，GPA

分布が選定される結果となっている． 

 

 

  

   

   

図-5.1 閾値毎の TRD の海域平均値の算定結果（東京湾） 
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図-5.2 閾値毎の相関係数残差の海域平均値の算定結果（東京湾） 
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図-5.3 閾値毎の TRD の海域平均値の算定結果（伊勢湾） 
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図-5.4 閾値毎の相関係数残差の海域平均値の算定結果（伊勢湾） 
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図-5.5 閾値毎の TRD の海域平均値の算定結果（大阪湾） 
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図-5.6 閾値毎の相関係数残差の海域平均値の算定結果（大阪湾） 
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表-5.1 閾値の選定結果 

実験名[モデル

名略称] 

選定した閾値 

東京湾 伊勢湾 大阪湾 

過去実験 5 年確率値 7 年確率値 7 年確率値 
将来 
実験 

(+2K
上昇) 

[CC] 10 年確率値 7 年確率値 7 年確率値 
[GF] 7 年確率値 8 年確率値 3 年確率値 

[HA] 7 年確率値 7 年確率値 7 年確率値 
[MI] 5 年確率値 7 年確率値 3 年確率値 
[MP] 7 年確率値 7 年確率値 3 年確率値 
[MR] 7 年確率値 7 年確率値 7 年確率値 

 
表-5.2 分布関数の選定結果 

実験名[モデル

名略称] 

最適合となる分布関数 

東京湾 伊勢湾 大阪湾 

過去実験 GPA 分布 GPA 分布 GPA 分布 

将来 
実験 
(+2K
上昇) 

[CC] GPA 分布 GPA 分布 GPA 分布 
[GF] GPA 分布 GPA 分布 GPA 分布 
[HA] GPA 分布 GPA 分布 GPA 分布 
[MI] GPA 分布 GPA 分布 GPA 分布 

[MP] GPA 分布 GPA 分布 GPA 分布 
[MR] GPA 分布 GPA 分布 GEV 分布 

5.2 再現確率統計量の推定結果 

本研究の手法により，地点毎（計算格子毎）に最適合

となる分布関数を選定し，100年確率潮位偏差の空間分

布を推定した結果を図-5.7～図-5.9に示す． 
合田法の場合と異なり，全ての海域で，どの実験デー

タに対しても，連続的な空間分布が得られている．確率

潮位偏差の沿岸分布においても，潮位偏差の急激な変動

が少なく，比較的滑らかな分布となっている。これは，

形状母数を固定せず，地点毎に最適合となる形状母数を

推定したことや，海域全体で共通した分布関数を選定し

たことによる結果と考えられる． 
 
 

 
 
 
 

 
 
 
 

 

    

 

   

図-5.7 100 年確率潮位偏差の推定結果（東京湾） 
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図-5.8 100 年確率潮位偏差の推定結果（伊勢湾） 

 

 

図-5.9 100 年確率潮位偏差の推定結果（大阪湾） 
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図-5.10 確率潮位偏差の沿岸分布（東京湾） 

 

 

 

 

  

図-5.11 確率潮位偏差の沿岸分布（伊勢湾） 
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図-5.12 確率潮位偏差の沿岸分布（大阪湾） 

 
 

5.3 適合性の評価 

(1)海域全体における適合性の評価 

本研究の手法での極値統計解析による適合性の評価

結果として，各海域におけるTRDと相関係数残差の空間

分布の算定結果を図-5.13～図-5.18に示す． 
東京湾においては，相関係数残差は，どの標本データ

についても，全体的に概ね0.05以下（相関係数が0.95以上）

で，標本全体への適合性は良い結果が得られている．  
伊勢湾においては，相関係数残差は，全体的に概ね 0.05

以下（相関係数が 0.95 以上）であり，標本全体への適合

性は良い結果が得られている．TRD については，湾奥で

大きな値となる場合があり，湾奥部で潮位偏差が増大し，

その他の箇所に比べて，潮位偏差が大きなサンプルが含

まれることが原因と考えられる。 
大阪湾においては，相関係数残差は，どの標本データ

についても，全体的に概ね0.02以下（相関係数が0.98以上）

であり，標本全体への適合性は良い結果が得られている．

TRDについては，将来実験（2K上昇：GF）が，他の実験

データに比べ，大きな値となっている．これは，将来実

験（2K上昇：GF）のサンプルの中で潮位偏差が1位のも

のが，突出して大きな値となっていることが影響してい

ると考えられる。 
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図-5.13 TRD の算定結果（東京湾） 

 

    

 

   

図-5.14 相関係数残差∆□の算定結果（東京湾） 
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図-5.15 TRD の算定結果（伊勢湾） 

 

    

 

   

図-5.16 相関係数残差∆□の算定結果（伊勢湾） 
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図-5.17 TRD の算定結果（大阪湾） 

 

 

図-5.18 相関係数残差∆□の算定結果（大阪湾） 

 
 
(2)代表地点における適合性の評価 

本研究の手法での極値統計解析による適合性の評価

結果として，各海域の代表地点における分布関数の当て

はめ結果を図-5.19～図-5.21に示す．なお，ここでは過

去実験データの例を示し，その他の実験データの結果に

ついては，付録Cに示す． 

全ての海域に共通して，どの分布関数も，標本データ

と分布関数による推定値はよく一致している．これは，

形状母数を固定せず，最適合となる形状母数を推定する

ことで，標本への適合性が良くなったと考えられる． 

 
 



国総研資料 No. 1333 

- 43 - 
 

    

 

   
図-5.19 代表地点における分布関数の当てはめ結果（過去実験，東京湾） 

 

 

  

   
図-5.20 代表地点における分布関数の当てはめ結果（過去実験，伊勢湾） 
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図-5.21 代表地点における分布関数の当てはめ結果（過去実験，伊勢湾） 

 
5.4 変動性の評価 

(1)海域全体における変動性の評価 

本研究の手法での極値統計解析による変動性の評価

結果として，100年確率潮位偏差の標準偏差の空間分布

を推定した結果を図-5.22～図-5.24に示す．なお，図の

黒色箇所は，標準偏差が負の値で算定されており，実験

式の適用範囲外と考えられる． 
東京湾においては，湾奥部ほど，湾口に比べて100年確

率潮位偏差の標準偏差が大きくなる結果となっている．

また，実験データによって，標準偏差の大きさが異なり，

将来実験（2K上昇：CC）や将来実験（2K上昇：MR）の

場合，標準偏差が比較的大きい傾向となっている．  

伊勢湾においても，東京湾と同様に，湾奥部ほど，湾

口に比べて，100年確率潮位偏差の標準偏差が大きくな

る結果となっている．また，実験データによって，標準

偏差が大きい箇所は異なる． 

大阪湾においても，東京湾，伊勢湾と同様に，湾奥部

ほど，湾口に比べて，100年確率潮位偏差の標準偏差が大

きくなる結果となっている．また，実験データによって，

標準偏差の大きさが異なり，将来実験（2K上昇：HA）の

場合，標準偏差が比較的大きい傾向となっている．  
全ての海域に共通して，湾奥部ほど，湾口に比べて100

年確率潮位偏差の標準偏差が大きくなる傾向である．こ

れは，湾奥部ほど，100年確率潮位偏差の値自体が大きく

なるためと考えられる．また，東京湾と伊勢湾において

は，過去実験が他の実験データよりも100年確率潮位偏

差の標準偏差が小さい．これは，過去実験のサンプルサ

イズが大きいためと考えられる．大阪湾については，過

去実験が他の実験データよりも，100年確率潮位偏差の

標準偏差が大きい場合もあるが，サンプルサイズの影響

よりも，標本による変動の影響の方が大きいためと考え

られる． 
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図-5.22 100 年確率潮位偏差の標準偏差の推定結果（東京湾） 

 

    

 

   

図-5.23 100 年確率潮位偏差の標準偏差の推定結果（伊勢湾） 
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図-5.24 100 年確率潮位偏差の標準偏差の推定結果（大阪湾） 

 
6. 一般的手法と本研究の手法との比較 

6.1 適合性の評価結果の比較 

一般的手法（合田法）と，本研究の手法による極値統

計解析結果の適合性を比較するために，過去実験を例と

して，TRDと相関係数残差の空間分布，代表地点におけ

る分布関数の当てはめ結果を，図-6.1～図-6.3の通り，

上下段に並べて再掲する． 
相関係数残差については，東京湾では，どちらの手法

でも大きな差は無く，全体的に概ね0.02以下（相関係数

0.98以上）であるため，標本全体としての適合性は良い

と考えられる．伊勢湾，大阪湾においては，合田法の場

合，閾値が大きく設定された地点で，相関係数残差が部

分的に大きな値となっているが，本研究の手法では，適

切な閾値を設定することで，全体的に小さな値となって

いる． 
TRDについては，どの海域においても，本研究の手法

の方が，全体的に小さい値となっており，50年確率以上

の標本に対する適合性は良くなっていると考えられる． 
また，代表地点で見ると，合田法の場合は分布関数に

よる推定値が，標本データより過大側となるか，過小側

となるかが地点によって異なる場合がある．これは，形

状母数の値が数種類に固定されることで，標本のわずか

な違いで，最適合として選定される形状母数が異なるた

めであり，再現確率統計量の空間分布が不連続となる原

因となっていると考えられる．本研究の手法の場合，形

状母数を固定せず，最適合となる形状母数を推定するこ

とで，どの分布関数も標本データによく適合した結果と

なっている． 
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図-6.1 再現確率統計量と適合性指標の空間分布の比較（東京湾，過去実験） 

（上段：本研究の手法による結果，下段：合田法による結果） 

 

  

  

  

  
図-6.2 再現確率統計量と適合性指標の空間分布の比較（伊勢湾，過去実験） 

（上段：本研究の手法による結果，下段：合田法による結果） 
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図-6.3 再現確率統計量と適合性指標の空間分布の比較（大阪湾，過去実験） 

（上段：本研究の手法による結果，下段：合田法による結果） 

 
6.2 変動性の評価結果の比較 

一般的手法（合田法）と，本研究の手法による極値統

計解析結果の変動性を比較するために，過去実験を例と

して，100年確率潮位偏差の標準偏差の空間分布と，代表

地点における95%信頼区間の推定結果を，図-6.4～図-

6.6の通り，上下段に並べて再掲する． 
100年確率潮位偏差の標準偏差については，どの海域

においても，本研究の手法の方が，全体的に大きな値と

なっている．本研究の手法では，再現確率統計量の標準

偏差の実験式に，形状母数の変動の影響が含まれている

ためと考えられる．合田法の方が，変動性の影響が小さ

いように見えるが，これは，母集団分布の形状母数が，

選定した形状母数に近いと仮定した場合の結果であり，

実際には，形状母数が変動する可能性は無視できないと

考えられるため，この信頼区間では変動性の影響を十分

に評価できない可能性がある． 
また，代表地点で見ると，合田法の場合は，100年以上

の大きな再現期間で標本データが信頼区間外となる地

点があり，このような場合，信頼区間を考慮したとして

も，標本データで発生するような極値の確率を適切に評

価できないと考えられる．一方，本研究の手法では，標

本データは信頼区間内に収まっており，変動幅は大きく

なるものの，変動性の影響は適切に評価できていると考

えられる． 
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図-6.4 各手法による変動性の評価結果の比較（東京湾，過去実験） 

（上段：本研究の手法による結果，下段：合田法による結果） 

 

 

  

 

  
図-6.5 各手法による変動性の評価結果の比較（東京湾，過去実験） 

（上段：本研究の手法による結果，下段：合田法による結果） 
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図-6.6 各手法による変動性の評価結果の比較（東京湾，過去実験） 

（上段：本研究の手法による結果，下段：合田法による結果） 

 
(1)代表地点における変動性の評価 

本研究の手法での極値統計解析による変動性の評価

結果として，各海域の代表地点において，選定した分布

関数による再現確率統計量の推定値とその95%信頼区間

を推定した結果を図-6.7～図-6.9に示す．なお，ここで

は過去実験データの例を示し，その他の実験データの結

果については，付録Dに示す． 
東京湾においては，東京，千葉のような，標本データ

の潮位偏差が広く分布しているような場合に，95%信頼

区間の幅が比較的大きく，再現期間100年で推定値±0.1
～0.2m程度である．また，再現期間が大きいほど，信頼

区間の幅も大きくなっている． 
伊勢湾においても，東京湾と同様に，名古屋，鬼崎，

三河のような，標本データの潮位偏差が広く分布してい

るような場合に，信頼区間の幅が比較的大きく，再現期

間100年で推定値±0.2～0.4m程度である．また，再現期

間が大きいほど，信頼区間の幅も大きくなっている． 

大阪湾においても，東京湾，伊勢湾と同様に，神戸の

ような，標本データの潮位偏差が広く分布しているよう

な場合に，信頼区間の幅が比較的大きく，再現期間100年
で推定値±0.45m程度である．大阪については，標本デー

タの潮位偏差が広く分布しているが，神戸ほど信頼区間

の幅は大きくない．これは，他地点のような頭打ちとな

るような分布でなく，確率潮位偏差に上限が無いような

分布であり，このような分布では，形状母数の値が小さ

いためと考えられる． 
全ての海域に共通して，標本データの潮位偏差が広く

分布しているような場合に，信頼区間の幅が比較的大き

くなっている．これは，標本データのばらつき（標準偏

差）が大きいことためと考えられる．また，どの海域も，

再現期間が大きいほど，信頼区間の幅も大きくなる． 
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図-6.7 代表地点における信頼区間の推定結果（過去実験，東京湾） 

 

 

  

   
図-6.8 代表地点における信頼区間の推定結果（過去実験，伊勢湾） 
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図-6.9 代表地点における信頼区間の推定結果（過去実験，伊勢湾） 

 
7. まとめ 

7.1 主要な結論 

本研究では，潮位偏差に対する再現確率統計量の空間

分布を推定するための極値統計解析手法を提案した．ま

た，一般的手法（合田法）との比較を行うことで，本研

究の手法の有効性を検証した． 
これにより，以下の結果を得ることができた． 

(1) 合田法による再現確率統計量の空間分布は一部

の箇所が不連続となる場合があるが，本研究の手

法では，連続的な空間分布が得られた． 
(2) 適合性の評価指標として，TRD値を合田法と本研

究の手法で比較した結果，本研究の手法の方が小

さい値となり，50年以上の再現期間の極値に対す

る適合性が良いことが確認された． 
(3) 本研究の手法では，3種類の分布関数の中から，

相関係数残差の海域平均値が小さい分布関数を

最適合として選定した結果，一般化パレート分布

が選定される場合が多く，合田法で扱われていな

い一般化パレート分布を候補の分布関数として 

取り扱うことの有効性が確認された． 
本研究の手法は，潮位偏差を対象とした極値統計解析

を行う場合に，一般的手法と比較して，より適合度の高

く，連続的な再現確率統計量の空間分布を得ることがで

き，地点による変動性の評価に活用できると考えられる．

また，潮位偏差のように，100年程度以上の大きな再現期

間に着目する場合には，空間分布の推定だけでなく，単

独地点の確率評価にも有効であると考えられる． 
 

7.2 今後の課題および留意点 

(1)閾値の設定 

本研究の手法では，極値抽出の閾値として，3年確率値

から10年確率値の中から選定したが，これらの値の中に

最も適切な閾値があるとは限らない．そのため，閾値の

選定方法については更なる検討が必要である． 

 
(2)空間分布推定における領域設定 

本研究の手法では，本多ら7)が実施した各海域におけ

る高潮推算の計算領域を，一つの海域として設定し，海

域全体に共通する分布関数を設定した．しかし，同じ海

域内であっても，気象擾乱の経路等の偶然的不確実性が

要因ではなく，湾形状等の地形的特性や高潮の発達特性

により，地点によって最適合となる分布関数が異なる可

能性がある．そのため，同一海域とする範囲の設定に当

たっては，これらの特性に留意する必要がある． 
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(3)再現確率統計量の変動性 

本研究の手法は形状母数を固定しないため，合田法に

比べて，標本データに対してオーバーフィッティングと

なる可能性が高く，変動性の影響が大きい．つまり，標

本データの蓄積や，別の標本データを対象として極値統

計解析を行った場合に，再現確率統計量の推定値が大き

く変わる可能性がある．この変動性の影響を抑えるため

には，本研究で用いた大規模アンサンブル実験データや，

確率台風モデル等を活用し，できる限り多くの標本を用

いることが望ましい．また，実務における設計波浪を算

定するための極値統計解析においては，変動性を考慮せ

ず，標本から推定した再現確率統計量（50年確率波高）

をそのまま用いることが多いが，信頼区間等により推定

した変動幅を踏まえた外力設定方法を，今後，設計に導

入することが必要と考えられる． 
 
(4)再現確率統計量の統計的外挿 

本研究の手法では，標本の統計期間が最大でも1000年

程度であり，それ以上の再現期間に対する分布関数の確

率統計量の推定値は，統計的な外挿となる．つまり，観

測や実験結果のない再現期間に対して推定することと

なるため，その外挿部分の推定値の取扱いには，留意が

必要である．特に，一般化極値分布や一般化パレート分

布は，形状母数□ > 0の場合に，上限を持つ分布であるた

め，推定値が真値に対して過小評価となる可能性がある． 
 
(5)合田法の適用性 

本研究では，潮位偏差を対象としたため，比較的大き

な再現期間に着目した結果，50年以上の再現期間に相当

する極値に対しては，合田法よりも適合性が良い結果が

得られたが，それより小さい再現期間については，合田

法と大きく変わらない結果である． 
波浪を対象とする場合には，設計波浪として用いられ

る再現期間は30年あるいは50年程度であり，波浪観測デ

ータの蓄積も進み，50年以上のデータが得られる地点も

増えてきているため，合田法を適用した場合でも，十分

な適合度は得られると考えられる． 
 
(6)推算値の再現性 

本研究のような再現確率統計量の空間分布推定のた

めには，解析による推算値を標本データとして用いる必

要がある．この推算値は，解析に伴う推定誤差を伴うた

め，観測データとの比較による再現性検証を行い，必要

に応じて，観測データへ整合するように推算値を補正す

る必要がある．特に，再現確率統計量の空間分布推定に

当たっては，対象海域内のできる限り多くの観測点との

整合を図ることが望ましい． 
 
(7)観測データの非定常性 

本研究の手法や，一般的な極値統計解析手法では，標

本とする極値データが定常である（時間的に変化しない）

ことを前提としている．しかし，実際の潮位偏差や波高

の観測値は，近年の気候変動の影響等により，非定常性

を有する可能性がある．そのため，長期的変化傾向（ト

レンド）の把握や，時間変化を考慮した非定常極値統計

解析手法について，今後，検討が必要と考えられる． 
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付録A 代表地点における分布関数の当てはめ結果（合田法） 

 

    

 

   
図-A.1 代表地点における分布関数の当てはめ結果（過去実験，東京湾） 

 

    

 

   
図-A.2 代表地点における分布関数の当てはめ結果（将来実験（+2K：CC），東京湾） 
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図-A.3 代表地点における分布関数の当てはめ結果（将来実験（+2K：GF），東京湾） 

 

    

 

   
図-A.4 代表地点における分布関数の当てはめ結果（将来実験（+2K：HA），東京湾） 
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図-A.5 代表地点における分布関数の当てはめ結果（将来実験（+2K：MI），東京湾） 

 

    

 

   
図-A.6 代表地点における分布関数の当てはめ結果（将来実験（+2K：MP），東京湾） 
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図-A.7 代表地点における分布関数の当てはめ結果（将来実験（+2K：MR），東京湾） 

 

 

  

   
図-A.8 代表地点における分布関数の当てはめ結果（過去実験，伊勢湾） 
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図-A.9 代表地点における分布関数の当てはめ結果（将来実験（+2K：CC），伊勢湾） 

 

 

  

   
図-A.10 代表地点における分布関数の当てはめ結果（将来実験（+2K：GF），伊勢湾） 
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図-A.11 代表地点における分布関数の当てはめ結果（将来実験（+2K：HA），伊勢湾） 

 

 

  

   
図-A.12 代表地点における分布関数の当てはめ結果（将来実験（+2K：MI），伊勢湾） 
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図-A.13 代表地点における分布関数の当てはめ結果（将来実験（+2K：MP），伊勢湾） 

 

 

  

   
図-A.14 代表地点における分布関数の当てはめ結果（将来実験（+2K：MR），伊勢湾） 
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図-A.15 代表地点における分布関数の当てはめ結果（過去実験，大阪湾） 

 

 

  

 

  
図-A.16 代表地点における分布関数の当てはめ結果（将来実験（+2K：CC），大阪湾） 
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図-A.17 代表地点における分布関数の当てはめ結果（将来実験（+2K：GF），大阪湾） 

 

 

  

 

  
図-A.18 代表地点における分布関数の当てはめ結果（将来実験（+2K：HA），大阪湾） 
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図-A.19 代表地点における分布関数の当てはめ結果（将来実験（+2K：MI），大阪湾） 

 

 

  

 

  
図-A.20 代表地点における分布関数の当てはめ結果（将来実験（+2K：MP），大阪湾） 
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図-A.21 代表地点における分布関数の当てはめ結果（将来実験（+2K：MR），大阪湾） 
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付録B 代表地点における再現確率統計量の95%信頼区間の推定結果（合田法） 

 

    

 

   
図-B.1 代表地点における 95%信頼区間の推定結果（過去実験，東京湾） 

 

    

 

   
図-B.2 代表地点における 95%信頼区間の推定結果（将来実験（+2K：CC），東京湾） 
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図-B.3 代表地点における 95%信頼区間の推定結果（将来実験（+2K：GF），東京湾） 

 

    

 

   
図-B.4 代表地点における 95%信頼区間の推定結果（将来実験（+2K：HA），東京湾） 
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図-B.5 代表地点における 95%信頼区間の推定結果（将来実験（+2K：MI），東京湾） 

 

    

 

   
図-B.6 代表地点における 95%信頼区間の推定結果（将来実験（+2K：MP），東京湾） 
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図-B.7 代表地点における 95%信頼区間の推定結果（将来実験（+2K：MR），東京湾） 

 

 

  

   
図-B.8 代表地点における 95%信頼区間の推定結果（過去実験，伊勢湾） 
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図-B.9 代表地点における 95%信頼区間の推定結果（将来実験（+2K：CC），伊勢湾） 

 

 

  

   
図-B.10 代表地点における 95%信頼区間の推定結果（将来実験（+2K：GF），伊勢湾） 
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図-B.11 代表地点における 95%信頼区間の推定結果（将来実験（+2K：HA），伊勢湾） 

 

 

  

   
図-B.12 代表地点における 95%信頼区間の推定結果（将来実験（+2K：MI），伊勢湾） 
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図-B.13 代表地点における 95%信頼区間の推定結果（将来実験（+2K：MP），伊勢湾） 

 

 

  

   
図-B.14 代表地点における 95%信頼区間の推定結果（将来実験（+2K：MR），伊勢湾） 
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図-B.15 代表地点における 95%信頼区間の推定結果（過去実験，大阪湾） 

 

 

  

 

  
図-B.16 代表地点における 95%信頼区間の推定結果（将来実験（+2K：CC），大阪湾） 
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図-B.17 代表地点における 95%信頼区間の推定結果（将来実験（+2K：GF），大阪湾） 

 

 

  

 

  
図-B.18 代表地点における 95%信頼区間の推定結果（将来実験（+2K：HA），大阪湾） 
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図-B.19 代表地点における 95%信頼区間の推定結果（将来実験（+2K：MI），大阪湾） 

 

 

  

 

  
図-B.20 代表地点における 95%信頼区間の推定結果（将来実験（+2K：MP），大阪湾） 
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図-B.21 代表地点における 95%信頼区間の推定結果（将来実験（+2K：MR），大阪湾） 
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付録C 代表地点における分布関数の当てはめ結果（本研究の手法） 

 

    

 

   
図-C.1 代表地点における分布関数の当てはめ結果（過去実験，東京湾） 

 

    

 

   
図-C.2 代表地点における分布関数の当てはめ結果（将来実験（+2K：CC），東京湾） 
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図-C.3 代表地点における分布関数の当てはめ結果（将来実験（+2K：GF），東京湾） 

 

    

 

   
図-C.4 代表地点における分布関数の当てはめ結果（将来実験（+2K：HA），東京湾） 
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図-C.5 代表地点における分布関数の当てはめ結果（将来実験（+2K：MI），東京湾） 

 

    

 

   
図-C.6 代表地点における分布関数の当てはめ結果（将来実験（+2K：MP），東京湾） 
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図-C.7 代表地点における分布関数の当てはめ結果（将来実験（+2K：MR），東京湾） 

 

 

  

   
図-C.8 代表地点における分布関数の当てはめ結果（過去実験，伊勢湾） 
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図-C.9 代表地点における分布関数の当てはめ結果（将来実験（+2K：CC），伊勢湾） 

 

 

  

   
図-C.10 代表地点における分布関数の当てはめ結果（将来実験（+2K：GF），伊勢湾） 
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図-C.11 代表地点における分布関数の当てはめ結果（将来実験（+2K：HA），伊勢湾） 

 

 

  

   
図-C.12 代表地点における分布関数の当てはめ結果（将来実験（+2K：MI），伊勢湾） 
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図-C.13 代表地点における分布関数の当てはめ結果（将来実験（+2K：MP），伊勢湾） 

 

 

  

   
図-C.14 代表地点における分布関数の当てはめ結果（将来実験（+2K：MR），伊勢湾） 
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図-C.15 代表地点における分布関数の当てはめ結果（過去実験，大阪湾） 

 

 

  

 

  
図-C.16 代表地点における分布関数の当てはめ結果（将来実験（+2K：CC），大阪湾） 
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図-C.17 代表地点における分布関数の当てはめ結果（将来実験（+2K：GF），大阪湾） 

 

 

  

 

  
図-C.18 代表地点における分布関数の当てはめ結果（将来実験（+2K：HA），大阪湾） 
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図-C.19 代表地点における分布関数の当てはめ結果（将来実験（+2K：MI），大阪湾） 

 

 

  

 

  
図-C.20 代表地点における分布関数の当てはめ結果（将来実験（+2K：MP），大阪湾） 
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図-C.21 代表地点における分布関数の当てはめ結果（将来実験（+2K：MR），大阪湾） 
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付録D 代表地点における再現確率統計量の95%信頼区間の推定結果（本研究の手法） 

 

    

 

   
図-D.1 代表地点における 95%信頼区間の推定結果（過去実験，東京湾） 

 

    

 

   
図-D.2 代表地点における 95%信頼区間の推定結果（将来実験（+2K：CC），東京湾） 
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図-D.3 代表地点における 95%信頼区間の推定結果（将来実験（+2K：GF），東京湾） 

 

    

 

   
図-D.4 代表地点における 95%信頼区間の推定結果（将来実験（+2K：HA），東京湾） 
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図-D.5 代表地点における 95%信頼区間の推定結果（将来実験（+2K：MI），東京湾） 

 

    

 

   
図-D.6 代表地点における 95%信頼区間の推定結果（将来実験（+2K：MP），東京湾） 
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図-D.7 代表地点における 95%信頼区間の推定結果（将来実験（+2K：MR），東京湾） 

 

 

  

   
図-D.8 代表地点における 95%信頼区間の推定結果（過去実験，伊勢湾） 
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図-D.9 代表地点における 95%信頼区間の推定結果（将来実験（+2K：CC），伊勢湾） 

 

 

  

   
図-D.10 代表地点における 95%信頼区間の推定結果（将来実験（+2K：GF），伊勢湾） 

 

 



潮位偏差に対する再現確率統計量の空間分布推定のための極値統計解析手法 / 成田裕也・本多和彦 

- 94 - 

 

  

   
図-D.11 代表地点における 95%信頼区間の推定結果（将来実験（+2K：HA），伊勢湾） 

 

 

  

   
図-D.12 代表地点における 95%信頼区間の推定結果（将来実験（+2K：MI），伊勢湾） 
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図-D.13 代表地点における 95%信頼区間の推定結果（将来実験（+2K：MP），伊勢湾） 

 

 

  

   
図-D.14 代表地点における 95%信頼区間の推定結果（将来実験（+2K：MR），伊勢湾） 
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図-D.15 代表地点における 95%信頼区間の推定結果（過去実験，大阪湾） 

 

 

  

 

  
図-D.16 代表地点における 95%信頼区間の推定結果（将来実験（+2K：CC），大阪湾） 
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図-D.17 代表地点における 95%信頼区間の推定結果（将来実験（+2K：GF），大阪湾） 

 

 

  

 

  
図-D.18 代表地点における 95%信頼区間の推定結果（将来実験（+2K：HA），大阪湾） 
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図-D.19 代表地点における 95%信頼区間の推定結果（将来実験（+2K：MI），大阪湾） 

 

 

  

 

  
図-D.20 代表地点における 95%信頼区間の推定結果（将来実験（+2K：MP），大阪湾） 
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図-D.21 代表地点における 95%信頼区間の推定結果（将来実験（+2K：MR），大阪湾） 
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